


     

1 

 

Ⅰ 対象事業の概要 

環境影響評価法（平成９年法律第81号。以下「法」という。）第６条第１項

に基づき、事業者である川崎天然ガス発電株式会社から、平成28年３月24日に

送付のあった環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）の概要は次のと

おりである。 

 

１ 事業の名称 

   川崎天然ガス発電所３・４号機増設計画 

 

２ 事業者 

川崎天然ガス発電株式会社 

 

３ 事業の目的 

  川崎天然ガス発電株式会社は、法に基づく環境影響評価手続を経て、川崎

臨海地域の新日本石油株式会社川崎事業所（現ＪＸエネルギー株式会社川崎

事業所）内に発電設備２基を建設し、平成20年より天然ガスを燃料にした発

電事業を行っている。 

この事業では、既設の発電設備に加え、最新の発電効率の高いコンバイン

ドサイクル発電方式※１による発電設備２基を建設し、新電力※２を通じて環境

負荷の少ない電気を安定して供給することを目的とする。 
※１ ガスタービン及び汽力（蒸気タービン）を組み合わせた発電方式 

※２ 電力自由化に伴い電気事業に新規参入した一般電気事業者以外の小売電気事業者 

 

４ 事業の内容 

   この発電所では、現在、１・２号機（発電端出力合計約85万キロワット）が

稼動しており、これに隣接して新たに天然ガスを燃料としたコンバインドサ

イクル発電方式による３・４号機（発電端出力合計約130万キロワット）を建

設する。この結果、発電所全体の出力としては約215万キロワットとなる。 

   また、復水器の冷却方式は１・２号機と同様に、温排水を発生しない冷却塔

による淡水循環冷却方式を採用する。 

 

５ 事業実施区域 

  事業実施区域は、川崎市川崎区扇町12番１号のＪＸエネルギー株式会社川

崎事業所敷地内に位置する約274,400平方メートルの範囲である。 

 

６ 事業実施区域の環境 

  事業実施区域は、京浜運河に面した臨海部の埋立地で、工業専用地域に位

置し、過去に製油所として利用されていた土地である。 

事業実施区域の自然環境としては、人工的に植栽された緑地が存在し、ま

た、事業者が１・２号機建設時にコチドリの環境保全対策として設置した砂

礫地がある。 

別 紙 
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Ⅱ 審査会の審議結果等 

１ 審査会の審議結果について 

法第10条第１項に基づき方法書について知事の意見を述べるに当たり、平

成28年４月22日に、神奈川県環境影響評価条例（昭和55年神奈川県条例第36

号。以下「条例」という。）第75条第６号に基づき、神奈川県環境影響評価

審査会（以下「審査会」という。）に諮問し、以降４回にわたり審議が行わ

れ、同年８月10日に答申があった。 

答申では、本件事業は発電設備の増設であり、長期にわたり環境への負荷

が継続することから、窒素酸化物排出量の削減など大気質の環境配慮につい

ての取組姿勢を示すことや、温室効果ガスについて可能な限り最良の発電技

術を導入するとともに、適切な運転管理等を含めた総合的な排出削減に努め

ることなどについて指摘があった。 

 

２ 環境の保全の見地からの意見を有する者からの意見について 

法第８条に基づき、方法書の縦覧期間中に事業者に大気質や温室効果ガス

等に関する１通の意見書が提出され、この意見の概要と事業者の見解が、平

成28年５月23日に知事に送付された。 

 

３ 関係市長意見について 

条例第37条第１項に基づき、関係市長である横浜市長及び川崎市長に意見

を求めたところ、次のとおり意見が提出された。 

横浜市長からは、大気質について窒素酸化物の更なる排出低減を検討する

ことや、コチドリに関する環境保全措置を検討することなどの意見があった。 

川崎市長からは、当該発電設備の増設により、川崎市公害防止等生活環境

の保全に関する条例で定めた、市内の工場・事業場の窒素酸化物排出総量の

対策目標量を超過することが懸念されることなどから、可能な限りの窒素酸

化物の排出低減を図ることや、発電所全体の冷却塔排気の白煙化による影響

を検討することなどの意見があった。 

 

Ⅲ 意見 

 この方法書に対する意見について、条例第37条第２項に基づき関係市長意見

を考慮するとともに審査会の答申を踏まえ、法第10条第１項に基づき、次のと

おり意見を述べる。 

 

１ 総括事項 

方法書では、騒音・振動の影響を勘案して配置計画を選定したほか、既設の

１・２号機と比べて窒素酸化物の排出濃度をさらに低減することなどを示し、

環境影響評価項目として、施設の稼動に伴う大気質、騒音、振動、低周波音、

冷却塔白煙、温室効果ガス等その他を選定し、調査、予測及び評価を行うこと
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としている。 

しかしながら、本件事業は、天然ガスを燃料とした発電設備の増設であり、

火力発電の中でも相対的に二酸化炭素排出原単位は小さいものの、長期にわた

り環境への負荷が継続すること、事業実施区域周辺は、かつて深刻な大気汚染

の被害を受けた地域で、現状においても二酸化窒素等の値が環境基準の達成・

非達成を繰り返しており、地域住民がより一層の大気汚染物質等の排出削減に

よる生活環境の改善を求めていることがある。また、関係市長から、窒素酸化

物排出量の更なる低減や冷却塔白煙の影響を検討することなどについて意見が

示された。以上のことから、環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）

の作成に当たっては、次の個別事項に示すとおり適切な対応を図る必要がある。 

 

２ 個別事項 

（1）大気質 

二酸化窒素の最大着地濃度については、バックグラウンドに対する寄与率

が最大0.2パーセントであることから影響は小さいとしているが、本件事業

の地域特性や、大気汚染物質を少しでも削減するよう求める地域住民の要望

等を踏まえ、窒素酸化物排出量の削減など、大気質の環境配慮について事業

者としての取組姿勢を明確に示すこと。 

 

（2）低周波音 

発電設備の増設による低周波音の影響について、調査・予測地点を約1.4

キロメートル離れた最寄りの住居系地域の１地点としているが、既設を含め

た影響を適切かつ効果的に把握するために、敷地境界を調査・予測地点とし

て追加し、現況の低周波音の状況を調査した上で予測を行い、適切な評価を

行うこと。 

 

（3）冷却塔白煙 

発電設備の増設に伴い、冷却塔から排出される蒸気量が大幅に増加するこ

とから、白煙化による周辺の交通等への影響について、現況の白煙発生時の

状況を把握した上で予測及び評価を行うこと。 

 

（4）動物 

１・２号機建設時に整備した砂礫地がコチドリの生息に適した環境なのか

検討し、砂礫地や緩衝樹林の今後の管理方法なども含め、必要に応じて環境

保全措置を検討すること。 

 

（5）温室効果ガス等 

本件事業は、天然ガスを燃料とした発電設備の増設であり、火力発電の中

でも相対的に二酸化炭素排出原単位は小さいものの、長期にわたって温室効

果ガスが排出されることから、地球環境保全の観点を踏まえ、発電事業者と
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して温室効果ガスの削減に取り組むことが求められている。こうしたことか

ら、次の事項について検討するとともに、準備書に分かりやすく示すこと。 

 

ア 事業者は、国の示す「ＢＡＴ参考表※３」における「(Ａ)経済性・信頼性

において問題なく商用プラントとして既に運転開始をしている最新鋭の

発電技術」以上を採用するとしているが、温室効果ガスによりもたらさ

れる地球環境への影響の重大さ等を踏まえ、温室効果ガスの削減に向け

た努力が求められている。 

そこで、増設する設備が「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」

（昭和54年法律第49号）に基づく「発電専用設備の新設基準」を満たす

ことを明らかにした上で、可能な限り最良の発電技術を導入し、適切な根

拠に基づき評価する必要がある。併せて発電設備の適切な運転管理等を含

めた他の削減対策についても幅広く検討を行うなど、総合的な温室効果ガ

スの排出削減に努め、これらの具体的な取組を明らかにすること。 
※３ 事業者が利用可能な最良の技術（Best Available Technologies）の略で、発電事業

について、国が「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議とりまとめ」におい

て、最新鋭の発電技術の商用化及び開発状況を「ＢＡＴ参考表」として、整理、公表し

ている。 

 

イ  事業者が保有する発電所は、本天然ガス発電所のみであり、電力業界が

自主的な枠組みとして設立した「電気事業低炭素社会協議会」が掲げる

2030年度の電力排出係数の目標値（0.37kg-CO2／kWh）と、ほぼ同水準に

なるものと見込まれるが、目標を確実に達成するためにも、同協議会へ

の参加及び目標達成に向けた事業者としての取組を明らかにするととも

に、我が国の削減目標に本件事業がどのような影響を与えるのか、分か

りやすく示すこと。 

 

（6）その他 

ア  事業実施区域の周辺には、稼働が予定されている火力発電所が存在する

ことから、その影響を可能な限り考慮して、環境影響評価を行うこと。 

  

イ  準備書以降の図書の作成に当たっては、住民の理解が得られるよう、図

表の表示方法も含めて、分かりやすい表現に配慮すること。 

 


